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第1章 計画策定の背景 

1． 地球温暖化問題 

(1) 地球温暖化問題 

地球温暖化とは、二酸化炭素などの熱を吸収する性質を持つ温室効果ガス*が、社会的活動によって排出

されることにより、大気中の温室効果ガスの濃度が高まり、地球全体として地表、大気、海水の温度が追加的

に上昇する現象です。地球温暖化問題は、地球全

体の気候に大きな変動をもたらすものであり、最も重

要な環境問題のひとつです。 

2025 年１月、世界気象機関（WMO）は、

「2024 年が観測史上最も暑い 1 年であり、世界全

体の気温が産業革命以前と比べて 1.55℃上昇した

ことを確認した」と発表しました。また、国連のグテーレ

ス事務総長は、「2024 年の猛烈な暑さに対しては、

2025 年に先駆的な気候行動を起こすことが必要

だ」と述べています。 

日本においても平均気温の上昇、暴風、台風等によ

る被害、農作物や生態系への影響等が生じています。 
 

出典）温室効果ガスインベントリオフィス／全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト
（https://www.jccca.org/download/43044）より 

図 1-1 世界平均気温の変化予測  

(2) 国際的な動向 

2015 年に開催された国連サミットでは「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ*」が採択され、持続可

能な開発目標 SDGs*が掲げられました｡SDGs では､気候変動*及びその影響を軽減するための緊急対策を

講じることを目標 13 に掲げており､その他にも感染症対策、持続可能なまちづくり、省エネルギーの推進など、

地球温暖化対策や気候変動適応*に関連する目標が掲げられました。 

また、フランス・パリにおいて国連気候変動枠組条約*第 21 回締約国会議（COP*21）が開催され、京

都議定書*以来 18 年ぶりとなる新たな法的拘束力のある国際的な合意文書となる「パリ協定*」が採択され

ました。この協定では、世界の平均気温上昇を産業革命以前に比べて 2℃より十分低く保つとともに、1.5℃

に抑える努力を目的として掲げています。 

2023 年にアラブ首長国連邦・ドバイで開催された国連気候変動枠組条約第 28 回締約国会議（COP

28）では、パリ協定の実施状況を評価する「グローバル・ストックテイク」が行われ、1.5℃の気温上昇維持のた

めには、世界全体の温室効果ガス排出量を 2030 年までに 43％削減する必要があることが報告されました。 

2025 年にブラジル・ベレンで開催された国連気候変動枠組条約第 30 回締約国会議（COP30）で

は、パリ協定の実施の加速と国際協力の進展について議論されました。成果として、緩和や資金等の分野を

横断し、特に関心の高い事項を取り上げた「グローバル・ムチラオ決定」が採択されました。 

     

感染症対策の推進 
省エネルギーの推進や、再
生可能エネルギー導入の
促進 

災害対策などによる、安
全・安心なまちづくり 

気候変動適応策の推進 
パートナーシップによる気候
変動適応や地球温暖化
対策 

図 1-2 地球温暖化対策・気候変動適応策と関連する SDGs 目標   
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(3) 国の対応 

パリ協定の採択を受け、2016 年 5 月 13 日に「地球温暖化対策計画」を閣議決定しました。この計画

は、国の地球温暖化対策の総合的かつ計画的な推進を図るため、「地球温暖化対策の推進に関する法律
*」（以下、「温対法」という）第 8 条に基づいて策定する地球温暖化に関する総合的な計画です。この計画

では中期目標として、温室効果ガス排出量を 2030 年度に 2013 年度比で 26％削減、長期目標として、

2050 年度に 2013 年度比で 80％減という目標を掲げました。 

国際的に変化する状況を踏まえ、当時の菅内閣総理大臣は、2020 年 10 月の所信表明演説において、

2050 年までに温室効果ガス排出量を実質ゼロとする宣言をしました。また、2021 年 4 月の政府の地球温

暖化対策推進本部の会合では、2030 年度に 2013 年度比で 46％の削減の目標を掲げました。2021 年

6 月に改正された温対法において、2050 年までのカーボンニュートラル*の実現が法的に位置づけられました。 

2025 年２月 18 日には、世界全体での 1.5℃目標に整合する形で、温室効果ガスを 2035 年度、

2040 年度にそれぞれ 60％削減、73％削減（2013 年度比）することを目指す「日本の NDC（国が決

定する貢献）」を、気候変動に関する国際連合枠組条約事務局（UNFCCC）に提出しました。同日に、新

たな削減目標を反映した地球温暖化対策計画を閣議決定しました。 

この地球温暖化対策計画は、第六次環境基本計画（2024 年 5 月閣議決定）で示された「現在及び

将来の国民一人一人の生活の質、幸福度、ウェルビーイング、経済厚生の向上」という環境政策の最上位の

目的を踏まえ、経済活性化、雇用創出、地域が抱える問題の解決、SDGs の達成にもつながるよう、環境・

経済・社会の統合的向上に資するような施策の推進を図ることとしています。 

さらに、2025 年に開催された国連気候変動枠組条約第 30 回締約国会議（COP30）において、日本

はパリ協定の 1.5 度目標に整合的な新たな温室効果ガス削減目標（NDC）を提出し、2050 年にネット・

ゼロを目指す揺るぎない決意を改めて表明しました。 

 

表 1-1 国の新たな温室効果ガス排出削減目標 

 

出典）地球温暖化対策計画 概要（環境省） 
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(4) 町田市の取組 

１） 第 3 次町田市環境マスタープラン 

町田市では、良好な環境を保全、回復及び創造するとともに、環境への負荷の少ない持続的発展が可能

な循環型社会の実現を目指して、2000 年に「町田市環境基本条例」を制定しました。この条例に基づき、

2002 年に環境マスタープランを策定し、環境施策を推進してきました。また、町田市では、2022 年 1 月に

温室効果ガスの排出量を 2050 年までに実質ゼロにする「町田市ゼロカーボンシティ宣言」を行いました（宣

言文は本ページ下段に掲載）。 

2024 年には、国内で観測史上最も高い平均気温を記録するなど、気候変動の影響がますます顕著にな

っています。これ以上の温暖化を食い止めるために、一自治体としての役割を確実に果たしていかなければなり

ません。そのため、2022 年３月に策定した「第３次町田市環境マスタープラン」の改定を行い、地球温暖化

対策をさらに強化しました。この改定では、市内の温室効果ガス排出量の 2030 年度までの削減目標を、

2013 年度比で約 33％削減から 51％削減へ大幅に引き上げました。 

 

２） 町田市第５次環境配慮行動計画 

温対法第 21 条に基づく地方公共団体実行計画（事務事業編）であり、町田市役所の全ての事務及

び事業に関する温室効果ガス排出量の削減等に取り組むための計画です。 

町田市役所においては、2012 年度に「町田市第 3 次環境配慮行動計画（町田市役所における地球

温暖化防止実行計画）」を策定し、市の温室効果ガス排出量や廃棄物排出量等について、市独自の環境

マネジメントシステムと連動した進行管理を進めてきました。 

2017 年度には前計画である「町田市第 4 次環境配慮行動計画（地球温暖化対策実行計画「事務事

業編」）」（以下、「前計画」という）を策定し、庁内の省エネ・省資源、廃棄物の減量等に関わる取組を推

進してきました。 

2022 年３月には、町田市役所の温室効果ガスの排出削減を推進するため、「町田市第 5 次環境配慮

行動計画（地球温暖化対策実行計画「事務事業編」）」（以下、「本計画」という）を策定し、2026 年

３月に改定を行いました。 

 

 ＜町田市ゼロカーボンシティ宣言文＞ 

2021 年に開催された COP26 では、世界平均気温の上昇を産業革命以前から 1.5℃以内に抑えるとい

う目標について、世界的な喫緊課題として取り組んでいくことが再確認されました。我が国においても、2050 年

までに温室効果ガスの排出量を実質ゼロとするカーボンニュートラルを目指し、2030 年度における温室効果ガ

スの削減目標を、2013 年度比で 46％減としています。 

町田市としても、脱炭素社会の実現に向け、町田市バイオエネルギーセンターにおける廃棄物バイオマス

発電や、市有施設等での太陽光発電等による再生可能エネルギーの利用拡大とその地産地消、また、電

気自動車（EV）、燃料電池自動車（FCV）の積極的な導入と非常用電源等による多面的な活用等

を推進し、温室効果ガスの削減を進めていきます。 

また、脱炭素を様々な環境課題解決のための柱として捉え、市民・事業者・市それぞれが共に手を取り

合い、市内の温室効果ガス排出量を 2030 年までに 99 万 8 千 t-CO2 に削減し（2013 年度/148 万

9 千 t-CO2）、2050 年までには温室効果ガスの排出実質ゼロを目指す、環境先進都市「ゼロカーボンシ

ティまちだ」に向けて取り組むことを宣言いたします。   （2022年１月24日 町田市長 石阪 丈一） 
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第2章 計画の基本事項 

1． 計画の目的 

本計画は、温対法第 21 条第 1 項に基づく町田市役所における事務及び事業に係る地球温暖化対策等に

関する率先行動を示す「行動計画」です。 

温室効果ガスの継続的な排出抑制のための新たな目標を掲げるとともに、庁内の省エネ・省資源、廃棄物の減

量化等に関わる推進すべき取組を部門別に示すことにより、温室効果ガス排出量を削減することを目指していま

す。 

このたび、2022 年 3 月に策定した計画から温室効果ガス排出量の削減目標を 46％から 59％へ引き上げる

ため、改定します。 

今回の改定では、重点プロジェクトの範囲や対象を拡充しました。重点プロジェクト 1 及び 3 では、市庁舎に限

定していた取組を市役所全体に広げ、重点プロジェクト 4 では、財務部所管の公用車に限っていた対象を公用車

全体に拡大しました。市有施設の電力調達については、「町田市の電力調達に関する環境配慮方針」に基づき、

再生可能エネルギー*由来の電力の利用促進を新たに反映しました。また、廃棄物については、対象を市庁舎のみ

から市有施設（大規模事業所※）へ拡大しました。 

※事業用途に供する部分の延べ床面積の合計が 3,000 平方メートル以上の市有施設 

 

2． 本計画策定による効果 

本計画の策定は、町田市の事務事業における温室効果ガス排出量の削減に対して効果があるのは当然なが

ら、町田市域全体への効果も期待されます。 

町田市行政内部における効果としても、環境部局（温室効果ガス排出量の削減に関する具体的な知見の蓄

積等）のみならず、営繕部局（脱炭素化の技術力向上等）、管財部局（ランニングコスト（光熱水費等）の

削減等）、財政部局（ライフサイクルコスト*の削減等）、全庁的・横断的な効果（光熱水費の削減等）など、

多岐に及びます。 

町田市域全体としては、市域の実質的な温室効果ガス排出量の削減がなされることや、市域に対して温室効

果ガス排出量の削減の模範が示されるなどの効果が挙げられます。 

地域循環共生圏という自立・分散型の持続可能な社会を創造することで、地球温暖化対策以外の、地域の

課題解決や活性化につなげ、持続可能な地域づくりを行うことができます。そのためには、市民の方々が主体性を

発揮し、地域の中と外の異分野・異業種の人たちと協働し、地域の経済循環を強くする形で事業を生み出し続け

る必要があります。 

 

 
参考）地方公共団体実行計画（事務事業編）策定・実施マニュアル（詳細版）Ver．2.0 を基に作成 

図 2-1 本計画策定による効果の波及イメージ  

町田市行政 

自身への効果 

市域全体への効果 環境部局 

財政部局 

管財部局 

営繕部局 

全庁的・横断的 

・温室効果ガスの排出量削減 

・光熱水費の削減 

 

・具体的な知見の蓄積 
・対外的な PR への利用 

・脱炭素化の技術力向上 

・ランニングコスト 
（光熱水費等）の削減 
・施設管理の効率化 

・ライフサイクルコストの削減 

本計画の策定 

・温室効果ガスの排出量の 

実質的な削減 

・取組の模範が示される 

・地域課題の解決・改善 

地域循環共生圏の創造 

・環境・社会・経済課題の同時解決  

・ローカル SDGs の実践  

・自立した持続可能な地域づくり 
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3． 計画の位置づけ 

本計画は、温対法第 21 条第１項に基づき、国の地球温暖化対策計画に即した地方公共団体実行計画

（事務事業編）として策定します。第 3 次町田市環境マスタープランに包含する、町田市の地球温暖化対策実

行計画（区域施策編）との整合を図ります。 

前頁の「本計画策定による効果」にも示すとおり、行政として目標や計画を立て、率先した取組姿勢を示すもの

でもあります。また、町田市は市内における大規模な排出事業者でもあり、一排出事業者の責務として市域全体

の温室効果ガス削減に貢献するための計画として策定します。 

 

 

図 2-2 「町田市第 5 次環境配慮行動計画」の位置づけ 

 

 
 

4． 計画期間 

2022 年度から 2031 年度の 10 年間を計画期間とします。 

また本計画の基準年度は、国の地球温暖化対策計画と整合を図り、2013 年度とし、目標年度は 2030 年

度とします。 

地球温暖化対策に係る動向に応じて、計画の見直しを行います。 

  

【関連計画】 

第 3 次町田市環境 

マスタープラン 

町田市第 5 次環境配慮行動計画 

（地球温暖化対策実行計画「事務事業編」） 

エネルギーの使用の 

合理化等に関する法律 

（省エネ法） 

地球温暖化対策実行 

計画（区域施策編） 

策定根拠 

町田市環境マネジメントシステム 

運用・管理 

【関連条例】 

東京都環境確保条例、町田市環境基本条例 

地球温暖化対策の 

推進に関する法律 

（温対法） 

●「地球温暖化対策の推進に関する法律」 

（地方公共団体実行計画等） 

第二十一条 都道府県及び市町村は、単独で又は共同して、地球温暖化対策計画に即して、当該都道府県

及び市町村の事務及び事業に関し、温室効果ガスの排出の量の削減等のための措置に関する計画（以下

「地方公共団体実行計画」という。）を策定するものとする。 

２ 地方公共団体実行計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 計画期間 

二 地方公共団体実行計画の目標 

三 実施しようとする措置の内容 

四 その他地方公共団体実行計画の実施に関し必要な事項 

３～12 （略） 

対応 

整合 対応 
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5． 対象範囲 

町田市役所における事務及び事業を行うすべての組織や施設（指定管理者制度*導入施設も含む）を対象

とします。 

なお、指定管理者制度導入施設に対しては、温室効果ガス排出削減に対する必要な措置をとること、それに伴

う行動内容は管理者ごとに設定・管理することを要請します。 

 

6． 対象とする温室効果ガス 

地方公共団体実行計画「事務事業編」の対象とする温室効果ガスは、以下の 7 種類の物質が定められていま

す（温対法第 2 条第 3 項）。 

このうち、1～6 の物質が算定の対象とする温室効果ガスとして定められています（温対法施行令第 3 条第 1

項）。 

なお、1～6 の物質うち、5.パーフルオロカーボン（PFC）、6.六ふっ化硫黄（SF6）については、町田市役所に

おける事務事業活動からの排出実績がなく、かつ、排出の把握が極めて困難であるため、本計画の対象から除くも

のとします。 

 

表 2-1 事務事業編の対象となる温室効果ガス 

 ガス種類 排出要因となる活動 備考 

1 二酸化炭素（CO2) 

燃料の使用 

（ガソリン、灯油、重油、都市ガス等） 

本計画で対象とする 

ガス 

市役所外部から供給された電気の使用 

廃プラスチック焼却量 

2 メタン（CH4） 
一般廃棄物の焼却(連続焼却式) 

下水・し尿・雑排水処理 

3 一酸化二窒素（N2O） 
一般廃棄物の焼却(連続焼却式) 

下水・し尿・雑排水処理 

4 
ハイドロフルオロカーボン

（HFC） 
カーエアコンの使用 

5 
パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

（PFC） 
半導体の製造・使用 

本計画では対象外とす

るガス 
6 六ふっ化硫黄（SF6） 

電気設備の電気絶縁ガス 

半導体の製造・使用・廃棄 

7 三ふっ化窒素（NF3） 
半導体製造でのドライエッチングや CVD 装置のク

リーニング 

事務事業編の算定対

象外 
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第3章 温室効果ガス排出の現況 

1． 前計画の目標達成状況 

最新の温室効果ガス排出量（エネルギー使用量）等に基づき、前計画の進捗状況を評価しました。 

◆全体目標 

エネルギー起源の温室効果ガス排出量について、2021 年度の排出量を 2015 年度比で 6％以上削減 

2020 年度のエネルギー起源の温室効果ガスの総排出量は 36,129t-CO2 でした。基準年の 2015 年度と

比べると 10.0％削減されたことになり、この減少傾向が維持されれば 2021 年度における目標（2015 年度比

6％以上削減）を達成する見込みです。 

なお、エネルギー起源温室効果ガス排出量のうち電気由来の温室効果ガスが全体の 72％を占めており、電気

の使用に伴う排出量の増減が大きく影響します。2020 年度の電気の使用に伴う温室効果ガス排出量は 2015

年度比で 4,391t-CO2（▲13％）の削減となり、温室効果ガス排出量削減に貢献しています。 

 

 

 

図 3-1 エネルギー起源温室効果ガスの内訳 図 3-2 エネルギー起源温室効果ガス排出量の推移 

 

◆個別目標 

全体目標を達成するため、主要排出部署（省エネ法に基づき分類）におけるエネルギー起源の温室効果ガス

排出量の目標値を定めており、7 部署中、市庁舎、小中学校を除く 5 部署が 2021 年度目標値を達成する見

込みです。ただし、2020 年度は新型コロナウイルス感染症の影響により、施設の稼働状況が例年と異なったため、

引き続き目標値達成に向け継続した取組が必要です。 

表 3-1 部署別 エネルギー起源温室効果ガス排出量（単位 t-CO2） 

 2015 

年度 

2020 年度 2021年度 

実績 
2015 年 

度比 
目標値 目標率 

市庁舎 1,626 1,602 99% 1,496 92% 

下水処理場 10,785 9,767 91% 10,504 97% 

町田リサイクル 
文化センター 

1,197 729 61% 1,078 90% 

市長部局その他 10,792 9,383 87% 10,122 94% 

小中学校 8,745 8,470 97% 8,128 93% 

教育委員会その他 1,417 1,115 79% 1,327 94% 

市民病院 5,599 5,063 90% 5,097 91% 

合計 40,161 36,129 90% 37,752 94% 

電気

72%

灯油等

5%

都市ガス等

23%

40,161

40,537

39,755

39,950

38,660

36,129

37,752

0

10,000

20,000

30,000

40,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

排
出
量
（
t-
C
O
2
）

(年度)
目標値実績値 実績値 実績値 実績値 実績値 実績値

▲10.0％ ▲6.0％

以上
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◆活動目標（エネルギー使用量削減目標） 

全体目標である温室効果ガス排出量は電力排出係数に影響を受けやすいため、職員の取組や省エネ設備の

導入などの効果が反映されるエネルギー使用量を、活動目標として部局ごとに別途設定しています。 

温室効果ガス排出量のうち全体の約 7 割を占める電気の使用量は、2016 年度以降減少しているものの、

2020 年度の合計使用量は 59,322,466 千 kWh で、2021 年度の目標値（58,744 千 kWh）達成のた

めこれまで以上の取組が必要な状況です。電気使用量は、下水道部での使用量が最も多く、次いで学校教育部

（小中学校）、町田市民病院事務部となっています。 

都市ガス等使用量は 2018 年度以降、緩やかな減少傾向にありますが、2015 年度に対して約 15％増加し

2021 年度の目標値達成は厳しい状況です。都市ガス等の使用量は、市民病院事務部と学校教育部（小中

学校）の使用量で約 68％を占めます。 

灯油等の使用量は 2020 年度に大きく減少したため 2021 年度の目標値は達成する見込みです。使用量は

環境資源部が最も多く、次いで下水道部、子ども生活部となっています。 

表 3-2 部署別エネルギー使用量の目標及び 2020 年度結果（目標値増減比） 

 電気 都市ガス等 灯油等 施設数 

目標値 
目標値 

増減比 
目標値 

目標値 

増減比 
目標値 

目標値 

増減比 

基準 

年度 
現状値 

2021 2020 2021 2020  2021 2020 2015 2020 

（kWh) （％） (ｍ3） （％） (l) （％） - - 

財務部 2,995,043 106% 51,143 196% 80,611 95% 1 1 

市民部 2,099,421 98% 99,521 115% 11,811 3% 22 21 

防災安全部 84,924 94% 0 - 7,481 45% 47 48 

文化スポーツ振興部 4,671,384 93% 264,366 121% 800 66% 12 28 

地域福祉部 627,967 100% 67,366 78% 25,317 138% 12 13 

いきいき生活部 1,112,225 100% 88,893 101% 111,317 78% 16 15 

保健所 402,489 102% 20,102 52% 0 - 3 2 

子ども生活部 1,599,073 127% 118,863 100% 157,068 70% 58 62 

経済観光部 1,423,722 70% 51,359 101% 212 77% 10 12 

環境資源部 2,260,538 77% 20,276 127% 267,256 100% 8 7 

道路部 516,519 92% 936 113% 19,873 75% 20 21 

都市づくり部 1,694,656 110% 72,128 43% 7,291 123% 54 57 

下水道部 19,710,295 105% 143,330 89% 163,474 93% 3 3 

学校教育部（小中学校） 10,899,266 117% 854,770 135% 30,238 31% 62 62 

学校教育部(その他) 534,741 95% 7,689 207% 22,500 3% 4 3 

生涯学習部 1,842,642 93% 46,617 125% 7,098 0% 14 16 

市民病院事務部 6,269,054 77% 890,330 135% 866 71% 2 2 

合計 58,743,958 101% 2,797,689 124% 913,213 84% 348 373 

 

◆活動目標（省資源の目標） 

2020 年度は 2015 年度に対して 13.6％削減しています。削減の要因としては、冊子の印刷数縮減やタブレ

ットを使用した電子会議の普及など、職員の紙削減意識の向上が考えられます。 

表 3-3 市庁舎複合機の紙使用量  

 
2015年度 

(基準年度) 
2016 2017 2018 2019 2020 

2021 

(目標年度) 

複合機印刷数

(千枚) 
14,352 12,706 12,369 12,443 13,325 12,406 12,486 

2015年度 

増減率 
- -11.5% -13.8% -13.3% -7.2% -13.6% -13.0% 
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2． 策定方針 

本計画の策定方針を以下に示します。 

（1）脱炭素社会*を見据えた目標値の設定 
前計画では、職員の省エネ行動や施設改修予定など、着実に実行する取組に基づき目標値を設定し、計画

的に取り組んできたため 2021 年度の目標値を達成する見込みです。 

本計画では、地球温暖化対策を取り巻く状況の変化に応じた策定とし、目標値を設定します。 

町田市は 2022 年３月に、第 3 次町田市環境マスタープランに包含して「地球温暖化対策実行計画（区域

施策編）」（以下、「区域施策編」という）を新たに策定しました。本計画は、区域施策編を踏まえて策定するも

のです。区域施策編では 2030 年度の温室効果ガス排出量を 2013 年度比で約 33％削減する目標を掲げて

おり、また国や都の 2050 年の脱炭素に向けた動向等を踏まえた将来的な脱炭素を見据えた計画としています。 

町田市（行政）も温室効果ガスを排出する大規模事業者の一員の責務として、区域の温室効果ガス排出量

削減に貢献するため、また行政として率先した取組姿勢を示すため、本計画を策定します。 

2022 年 1 月には町田市として 2050 年に脱炭素を目指す、「ゼロカーボンシティ*」を宣言しました。 

2026 年 3 月には本計画における温室効果ガス排出量の削減目標を引き上げました。 

2050 年の脱炭素社会実現に向け、2030 年度もより積極的な目標値を設定することとします。 

 

（2）対象とする温室効果ガスの範囲の変更 
前計画では、部署ごとの削減努力に重きを置いていたため、主に職員の日々の行政活動におけるエネルギー使

用（電気・ガス等）により排出される「エネルギー起源の温室効果ガス」の排出量のみを削減目標に定めていまし

た。 

本計画からは、区域施策編との整合を図るため、全ての事業を対象とし、町田市バイオエネルギーセンターにおけ

る一般廃棄物の処理や、下水処理場における下水処理等から発生する「非エネルギー起源の温室効果ガス」の

排出量も含めた削減目標を設定することとします。 

 

（3）さらなる取組促進のため、部門ごとに取組内容を設定 
町田市の事業には、庁舎や市民センター、スポーツ施設といった市民利用施設における事務事業の他にも、下

水道事業や一般廃棄物処理事業、公共交通事業などがあり、それぞれの事業によって温室効果ガス排出の排出

源や構成が異なり、削減のための対策内容も異なります。そこで事業内容によって部門に分類し、それぞれの取組

内容を設定することで、より実行性の高い対策を示します。 

 

（4）2050 年の脱炭素を見据えた、長期視点の重点プロジェクトの 
設定 

各職員の省エネ行動や継続的な省エネ設備の導入はこれまでも取り組んできた基本的な施策であり、今後も

引き続き推進していきます。これに加えて、より横断的な視点から、大きな効果が期待できる取組を重点プロジェク

トとして設定しています。今回の改定では、これら重点プロジェクトの内容をさらに充実させ、実効性の向上を図って

います。 
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（5）再生可能エネルギー導入促進のための「町田市公共施設脱炭素 
化推進ガイドライン」の策定 

2050 年のゼロカーボンの実現に向け、再生可能エネルギーの導入推進が求められます。全職員が再生可能エ

ネルギー設備の導入を検討することができるよう、「町田市公共施設脱炭素化推進ガイドライン」を 2023 年 3 月

に策定しました。 

市有施設の新築・大規模な改修の時期に合わせて、温室効果ガス排出量の削減に向けて、施設の省エネルギ

ー化と再生可能エネルギーの導入に取り組んでいく方針です。今後は、「町田市公共施設脱炭素化推進ガイドラ

イン」に基づき、これらの取組の本格的な推進を図ります。 

さらに、ペロブスカイト太陽電池など新技術の導入について、適切な時期に検討します。 

（6）計画削減目標の算定に使用する電力排出係数について 
本計画における点検年度の算定に使用する電力排出係数については、改定前までは基礎排出係数を使用し

ていましたが、「地方公共団体実行計画（事務事業編）策定・実施マニュアル 詳細版 Ver. 2.0」（2025 年

3 月、環境省）に基づき、非化石証書の活用や再生可能エネルギーの固定価格買取制度に伴う費用負担な

ど、他者の排出の抑制に貢献した結果等を反映した「調整後排出係数」へと変更しています。なお、基準年度は

改定前と同じく基礎排出係数を用いています。 

 

 

 

ペロブスカイト太陽電池とは 

太陽電池というと、広い土地や住宅の屋根に設置する黒いパネルを思い浮かべる方が多いと思います。これらの

多くは、発電層にシリコンを用いたシリコン系太陽電池で、発電効率や耐久性に優れている一方、本体が重く、設

置場所が限られており、新たに設置できる適地が少なくなってきているという課題があります。 

こうした状況の中で注目されているのがペロブスカイト太陽電池です。下図のような結晶構造を持つ化合物を発

電層に用いた新しいタイプの太陽電池で、軽量・薄型で柔軟性が高いことが大きな特徴です。このため、従来の太

陽電池では設置が難しかった場所への活用が期待されています。 

 

ペロブスカイト太陽電池の利点と課題 

上記で述べた利点以外にも、特徴的な利点があります。第一に、材料をフィルムなどに塗布・印刷するなど比較

的簡易な工程で製造できるため、大量生産に適しており、低コスト化が見込まれます。第二に、主要原料であるヨ

ウ素の生産量は日本が世界シェアの３割を占めており、安定した調達が見込めるため、経済安全保障上のメリット

があります。 

一方で、課題として、寿命の短さや耐久性の低さ、大面積化の困難さなどが挙げられます。また、近年は変換効

率が向上しているものの、さらなる向上が求められています。 

コ ラ ム 

参考）資源エネルギー庁ホームページ 
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編 町田市エコキャラクター 

 

 

 

温室効果ガスの排出量は、電気や都市ガスなどの排出活動の区分ごとに算定し、これを合算して総排出量

を求めます。区分ごとの排出量は、活動量に排出係数を乗じて算定します。都市ガスの使用、他人から供給さ

れた電気及び熱の使用に伴う CO2 排出量の計算には、毎年公表される事業者別排出係数を使用します。以

下に、電気使用に伴う二酸化炭素（CO₂）の排出量の算定例を示します。 

 
 

電力排出係数について 

電力排出係数には、「基礎排出係数」と「調整後排出係数」という２種類の係数があります。 

例えば、排出係数の異なる複数の電気メニューで供給を受けている場合、メニューごとの電気使用量にそのメ

ニューの事業者別排出係数を掛けた温室効果ガス排出量を算定します。その際、排出係数ゼロのメニューで供

給を受けていれば、その電気の使用による温室効果ガスの排出量はゼロとなります。 

① 基礎排出係数 

電力の基礎排出係数（非化石電源調整済）は、電気事業者が供給する電気の発電に伴う燃料の燃焼に

より排出された二酸化炭素の量（基礎 CO2 排出量）から、再生可能エネルギーの固定価格買取制度に係

る費用負担による調整、他者の排出の抑制等に寄与した量（非化石証書やグリーン電力証書など）を控除

したうえで、当該電気事業者が供給した販売電力量で除して算出したものです。 

 

 

 

 

② 調整後排出係数 

電力の調整後排出係数は、基礎排出係数（非化石電源調整済）に対し、さらに再生可能エネルギー由来

以外の J-クレジットや JCM クレジットによる削減量を除して算出したものです。 

 

 

 

 

※国への温室効果ガス排出量報告においては、「基礎排出係数（非化石電源調

整済）」と「調整後排出係数」のいずれかを用いて算定すれば問題ありません。

2025 年２月に閣議決定された新たな政府実行計画においては、点検に当たって

は、「調整後排出係数」を用いて算定された温室効果ガスの総排出量を公表され

たため、町田市でも「調整後排出係数」を使用することとしています。 

コ コ ラ 

ム 

ラ ム 

 
コ ラ ム 

コ ラ ム 
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第4章 町田市役所の温室効果ガス排出削減の目標 

1． 2050 年に向けた町田市役所の考え方 

町田市役所は 2022 年 1 月に、町田市域の 2050 年に温室効果ガス排出量を実質ゼロにする、ゼロカーボ

ンシティを宣言しました。また、国の 2050 年カーボンニュートラル宣言や、東京都のゼロエミッション東京戦略*など

脱炭素に向けた取組が加速しています。 

町田市役所としても 2050 年に事務事業から排出される温室効果ガス排出量を実質ゼロにすることを目指して

います。 

 

2． 2030 年度の削減目標設定の考え方 

町田市域では近年まで人口増加が続いており、行政サービスのさらなる充実が必要な状況にある一方で、市内

の一事業者の責務として国の削減目標への貢献が求められます。 

町田市役所の 2030 年度の事務及び事業における温室効果ガス排出量の削減目標設定にあたっては、

2022 年３月に策定した区域施策編における業務部門の目標値と整合を図り、連携して取組を推進します。 

2050 年の温室効果ガス排出量実質ゼロを見据え、計画期間の中後半からは目標達成に向けた取組を強化

するとともに、計画を見直します。 

また、温室効果ガスの排出量削減に間接的に寄与する廃棄物の排出量についても目標値を設定し、進捗を評

価します。 

 

3． 2030 年度の温室効果ガス総排出量の削減目標 

(1) 削減目標 

町田市役所の温室効果ガスの排出要因としては職員の日々の行政活動におけるエネルギー使用（電気・

ガス等）や町田市バイオエネルギーセンターにおける一般廃棄物の処理、下水処理場における下水処理等が

挙げられます。これらすべての要因を踏まえた温室効果ガス総排出量の削減目標を次のとおり設定します。 

 

町田市役所における【温室効果ガス総排出量削減目標】 

2030 年度までに 2013 年度比で、59%削減 

（2013 年度排出量から 60,072ｔ-CO2 削減） 
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(2) 目標達成に向けた対策と、削減量の推計 

町田市役所の事務及び事業における温室効果ガス排出量削減量を推計しました。2024 年度実績を元に算

出した 20,752ｔ-CO2 の内訳は以下の通りです。 

なお、電力排出係数について、本計画から点検年度は「基礎排出係数」から「調整後排出係数」を用いるよう

に変更しました。 
 

表 4-1 温室効果ガス削減量の内訳 

対策項目 
削減量 

(t-CO2) 

構成内訳 

（％） 

1）市有施設の照明を 100％LED 化 1,392 6.7% 

2）小学校・中学校の統合（ZEB Ready*相当の校舎に

建替え） 

160 0.8% 

3）環境配慮契約による電力排出係数の改善 8,702 41.9% 

4）次世代自動車*の積極的な導入 11 0.1% 

5）廃棄物焼却量の削減 8,736 42.1% 

6）下水処理施設の設備更新 1,751 8.4% 

合計 20,752 100% 
 

表 4-2 温室効果ガス排出量の削減率及び削減量 

 
2013 年度 

（実績値） 

2020 年度 

（実績値） 

2024 年度 

（実績値） 

2030 年度 

（推計値） 

温室効果ガス排出量（t-CO2） 101,677 82,471 62,357 41,605 

2013 年度比 削減率（％） - ▲19％ ▲39% ▲59% 

2013 年度比 削減量（t-CO2） - ▲19,206 ▲39,320 ▲60,072 

※基準年度である 2013 年度は、改定前と同じく基礎排出係数を用いています。 

 

図 4-1 温室効果ガス排出量の推移  
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(3) 対策項目の内容 

1) 市有施設の照明を 100％LED 化 【重点プロジェクト 3（ｐ30）参照】 

2024 年度時点において、市庁舎の LED 化は 80％程度完了しており、これにより温室効果ガス排出量

は 41t-CO2 削減されています。今後は、市庁舎以外の全ての市有施設にも対象を拡大し、LED 化による

省エネルギーの取組を推進することで、2030 年度までに 1,392t-CO2 の削減が見込まれます。 

 

2) 小学校・中学校の統合（ZEB Ready 相当の校舎に建替え）【重点プロジェクト 5（ｐ32）参照】  

2021 年 5 月策定の｢町田市新たな学校づくり推進計画｣及び｢町田市立学校個別施設計画｣では､

小･中学校のより良い教育環境を実現するために学校の統合を行い、新たな学校づくりに向けた施設整備を

行うことが掲げられています。 

この計画に基づき、統合による施設数の減少及び ZEB*化（ZEB Ready 相当）による温室効果ガス排

出削減量を推計しました。2030 年度までに統合を含む４校の建替えを予定しており、その計画により

160t-CO2 の削減が見込まれます。 

 

3) 環境配慮契約による電力排出係数の改善  

電力排出係数は、電気事業者が発電に使用した燃料の種類や再生可能エネルギー利用率等によって変

化します。二酸化炭素を排出しにくい燃料を使用したり、再生可能エネルギーによって発電したりするほど電力

排出係数は低くなります。 

「町田市の電力調達に関する環境配慮方針」では、町田市が所有する全ての市有施設における電力調

達契約は、再生可能エネルギー由来の割合が 100%の電力を供給する事業者（以下、「再生可能エネル

ギー電力事業者」という）と行うことを基本方針としています。この計画に基づき、市有施設において（指定

管理施設も含め）、電力調達に係る環境配慮契約の取組をさらに推進していくことで、温室効果ガス排出

量の削減につなげます。 

 

4) 次世代自動車等の積極的な導入 【重点プロジェクト 2（ｐ29）参照】 

電気自動車や燃料電池自動車、ハイブリッド車の導入を進めています。2030 年度までに 11t-CO2 の削

減が見込まれます。また、公用車の台数を減らす方向で見直しを進めており、合わせて運用の見直しも図るこ

とで、走行距離の削減及び燃料使用量の抑制につなげます。 

 

5) 廃棄物焼却量の削減 

一般廃棄物の焼却に伴い発生する温室効果ガスは、一般廃棄物のうちプラスチックごみ及び合成繊維の

焼却に伴い発生する二酸化炭素と、一般廃棄物の焼却に伴い発生するメタン（CH4）と一酸化ニ窒素

（N2O）です。これらの一般廃棄物発生量（焼却量）を削減することで、温室効果ガス排出量の削減を

図ります。 

2026 年 3 月に「第 2 次町田市一般廃棄物資源化基本計画」を一部改定し、「第２次町田市一般廃

棄物資源化基本計画 後期アクションプラン」を策定しました。このアクションプランに基づき、ごみの減量のため

の取組を進めています。取組の一つとして、2026 年 4 月から容器包装プラスチックの分別収集を町田市全

域で開始します。すでに南地域では実施していましたが、新たに開始する地域で 4,000ｔのプラスチックの資

源化を見込んでいます。これにより、温室効果ガス排出量の削減量は 8,736t-CO2 になります。 
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6) 下水処理施設の設備更新 【重点プロジェクト 4（ｐ31）参照】 

町田市には成瀬クリーンセンターと鶴見川クリーンセンターの 2 箇所の下水処理場があり、それぞれの特徴

を生かしながら排出量削減の取組を実施しています。 

特に鶴見川クリーンセンターにおいて、重点プロジェクト 4 で計画されている汚泥焼却炉の設備更新により

1,751t-CO2 の削減が見込まれます。 

施設 主な取組 

鶴見川クリーンセンター 過給式流動燃焼システムを利用した焼却設備の導入 

成瀬クリーンセンター 
下水処理設備の高効率機器への更新、大型設備のインバーター化や台数制

御運転、無駄な運転を省いて運転時間を縮小する等 

 

 

  



 

         第 4 章 町田市役所の温室効果ガス排出削減の目標 

18 

第
１
章 

第
２
章 

第
３
章 

第
５
章 

第
４
章 

第
７
章 

第
６
章 

資
料
編 

4． その他の目標 

(1) 市有施設（大規模事業所）から排出される事業系一般廃棄物の削減目標 

市有施設（大規模事業所※）から排出される事業系一般廃棄物について、「第２次町田市一般廃棄物

資源化基本計画 後期アクションプラン（2026 年 3 月策定）」と整合を図り、2024 年度比で 2030 年度

までに 7％の削減を目指します。 

※事業用途に供する部分の延べ床面積の合計が 3000 平方メートル以上の市有施設 

 

(2) 取組内容 

市で管理している施設から排出される事業系一般廃棄物の削減に向け、各施設の管理責任者、環境推

進員を対象とした研修を実施します。また、全庁的なエコオフィス活動の推進や庁内向けの広報誌等による啓

発を行い、ごみの排出量削減に取り組みます。ごみの排出状況等を調査分析し、効果的なごみ減量の啓発

を行います。 
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第5章 温室効果ガス排出量削減のための取組 

1． 取組の基本方針 

前計画においても、日常的な事務及び事業における省エネルギー行動を全庁的に進めてきましたが、温室効果

ガス削減のためには、職員の日常的な省エネルギー行動が基本となることから、全ての事務及び事業を対象として

共通する取組を設定します。 

さらに、職員の部署によって事務及び事業の内容が異なるとともに、管理する施設によって温室効果ガスの排出

特性（エネルギー使用特性）も異なることから、主要な部門ごとにそれぞれの特性に応じた取組を設定することで、

より効果的に実施できるようにします。 

 

表 5-1 部門と該当する部署 

部門 対象部署 備考 

事務部門 

（各部門共通） 
すべての部 全ての事務事業、職員を対象とする 

施設・設備管理部門 施設・設備を所管するすべての部 市有施設（指定管理施設を含む）及び市有設

備（屋外照明、公園等を含む）を対象とする 

一般廃棄物処理事業

部門 
環境資源部 ごみ処理施設を対象とする 

下水道事業部門 下水道部 下水処理施設を対象とする 

公共交通部門 都市づくり部 コミュニティバス、市民バス等を対象とする 

車両管理部門 車両を管理するすべての部 市が管理する車両を対象とする 

 

 

 

ウェルビーイングとは 

近年、国内外でウェルビーイングが注目されています。ウェルビーイングとは、個人の権利や自己実現が保障され、

身体的、精神的、社会的に良好な状態にあることを意味する概念です。 

2024 年 5 月に閣議決定された第六次環境基本計画では、「ウェルビーイング／高い生活の質」を最上位の目

的としています。これは、環境の保全を通じて、市場を通じた価値（賃金、GDP、金融資産等）と非市場的価値

（健康、快適さ、主観的幸福感等）の双方を引き上げていくことを目指すものです。 

 

環境への取組とウェルビーイングの関係 

私たちの生活や社会経済活動の基盤は自然資本です。このため、環境負荷を抑えて自然資本を充実させるこ

とは、ウェルビーイングの向上に結び付きます。以下に、環境施策がウェルビーイングに寄与する具体例を示します。 

 省エネやペーパーレス化➡業務負担の軽減や作業効率の向上につながり、働きやすい職場環境を実現 

 ZEB 化による温室効果ガス排出量削減➡断熱性や気密性が高い建物は、室内温度差の改善、熱中

症・ヒートショックのリスク低減につながり、快適で健康な環境を実現 

 再生可能エネルギー設備や蓄電池の導入➡海外への化石燃料依存を低減し、エネルギー安全保障に資

するとともに、災害時の非常用電力として機能し、市有施設のレジリエンスを向上 

なお、次項に示す取組の一部は、ウェルビーイングの観点を踏まえた内容となっています。 

  

参考）令和６年版 環境・循環型社会・生物多様性白書（環境省） 

コ ラ ム 
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2． 取組内容 

(1) 全ての事務事業、職員に共通する取組【事務部門】 

1) エコオフィス活動（省エネ・省資源） 

a) 照明設備の適正利用 

 照明を利用していない場所及び時間帯の消灯を行う 

 照明の照度調整、間引き等による、照明照度の適正化（事務机上面で 500lx 程度）に取り組

み、目の疲れ軽減や作業集中度の向上など職員の健康・快適性を確保する 

 窓際照明の消灯（昼光利用）を実施することで、快適な職場環境に寄与する 

 

b) 空調設備の適正利用 

 冷暖房の適切な温度管理に取り組み、体調不良の予防や冷え過ぎ・暑過ぎによる不快感を軽減す

る 

 コロナ禍での換気も注視しながら、空調使用時の外気導入量の削減を図る 

 使用されていない部屋の空調停止を行う 

 夏季は冷房負荷の軽減のためブラインド等で日射を遮蔽し、終業時にはブラインドを閉めて帰庁する 

 冬季は昼間の日差しを取り入れて、暖房負荷軽減に努める 

 窓ガラスへの遮熱シート貼付、緑のカーテンの育成等により、日射による夏期の室温上昇を抑制し、

空調効率の向上を図る 

 クールビズ、ウォームビズに取り組み、快適性とストレス軽減にも寄与する 

 

c) OA 機器の適正利用 

 OA 機器の長期不使用時は、OA 機器のコンセントを抜き待機電力を抑える 

 コピー機は省エネモード・スタンバイモードに設定する 

 パソコン画面の輝度を下げて目の疲れを軽減する、電源オプションを「モニタの電源を OFF」から「シス

テムスタンバイ」にするなど設定を確認する 

 

d) 環境に優しい移動手段の選択 

 エコドライブに努める 

 出張時には、公共交通機関の利用に努める 

 近距離であれば、自転車・徒歩で移動する 

 同方向の用務がある場合は、相乗りに努める 

 

e) 省資源化の徹底 

 ペーパーレス化により業務効率化を図るとともに、紙使用量の削減に努める 

 水道使用量の削減に努める 

 廃棄物排出量の削減に努める 

 「３R*（リデュース、リユース、リサイクル）の推進」に努める 

 

f) その他 

 指定管理施設等の委託先に対して、省エネ・省資源や環境配慮契約等への取組を要請する 

 施設の使用団体、使用者に対して、省エネ・省資源等、環境への配慮を啓発する 
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2) 「町田市グリーン購入ガイドライン」に基づいた物品等の調達 

 特定調達物は 100％グリーン購入*とする 

 特定調達物以外についても、環境負荷の少ない製品（GX 製品を含む）の調達に努める 

 

3) 気候変動への適応 

 こまめな水分補給などの熱中症予防に努めるとともに、施設利用者へ啓発する 

 熱中症を生ずるおそれのある作業を行うときは報告体制の整備、作業離脱や身体冷却等の必要な

措置及び実施手順の作成を行い、関係者に周知する 

 施設の災害リスクについて、洪水、土砂災害ハザードマップ*などにより把握する 

 

 

グリーン購入法（国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律）【抜粋】 
 

●地方公共団体及び地方独立行政法人の責務（第４条）【努力義務】 

地方公共団体は、その区域の自然的社会的条件に応じて、環境物品等への需要の転換を図るための

措置を講ずるよう努めるものとする。 

 

町田市では「町田市環境物品等の調達の推進に関する基本方針」に基づき、調達目標を 100％とし

ています。 
 

 

 

 

  



 

         第 5 章 温室効果ガス排出量削減のための取組 

22 

第
１
章 

第
２
章 

第
３
章 

第
５
章 

第
４
章 

第
７
章 

第
６
章 

資
料
編 

(2) 施設・設備を管理する部署の取組【施設・設備管理部門】 

1) 設備管理者による適正運用 

a) 空調設備 

 始業前のウォーミングアップ時、外気取入を停止し、また運転時間を短くするように努める 

 フィルターの定期的な掃除を実施する 

 中間期、冬季で冷房が必要な場合、外気冷房を実施する 

 

2) 施設設備の改修等 

a) 照明設備 

 新築改修時には、LED 照明を導入する 

 既存の室内照明や誘導灯等について、順次 LED 照明へ切り替える 

 照明点灯範囲の細分化や人感センサー、昼光センサー、照度センサーの導入等を図る 

 個々の作業に合った明るさを確保でき、集中しやすい作業環境の形成に有効なタスクアンビエント照明
*を検討する（全室照明→全体+手元照明） 

 

b) 空調設備 

 高効率タイプの空調設備を導入する 

 利用状況等に応じて、設備の規模や方式を見直す 

 換気量の制御をダンパ方式からインバータ方式とする 

 全熱交換器を活用・導入する 

 

c) その他 

 設置業者に依頼して、省エネルギータイプ自動販売機へ切り替える 

 エレベーターが複数台ある場合は、時間外や閉庁日等、支障のない範囲で間引き運転を行う 

 公園の照明設備（園内照明や誘導灯等）を高効率照明ランプに順次切り替える 

 防犯灯や街路灯を高効率照明ランプに順次切り替える 

 新築時には、町田市公共施設脱炭素化推進ガイドラインの省エネルギー性能の基準に適合するよう

整備を行うとともに、再生可能エネルギーの導入、ZEB 化を進める 

 改修時には、町田市公共施設脱炭素化推進ガイドラインの省エネルギー性能の基準に適合するよう

整備を行うとともに、再生可能エネルギーの導入、ZEB 化を検討する 

 

3) エネルギー管理体制の構築 

a) エネルギーマネジメントシステム*の導入 

 大規模な建築物を建築する際にはエネルギーマネジメントシステムを導入し、機器の運転の制御等を

行い、エネルギー使用量を削減する 

 

b) エネルギーマネジメントシステムの運用・活用 

 エネルギーマネジメントシステムにより得られたデータをもとに、エネルギー使用状況や設備作動状況の課

題を見出し、運用改善につなげる 

 エネルギー使用量データの把握や見える化を行い、各施設において継続的なエネルギー管理を行う 
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4) 電力調達に係る環境配慮契約1 

 市有施設の電力調達において、電力安定供給に配慮しつつ、条件付一般競争入札（契約課契

約）や随意契約（各課契約）ともに環境に配慮した電力調達を推進する 

 

環境配慮契約法（国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する法律）【抜粋】 
 

●地方公共団体及び地方独立行政法人の責務（第４条）【努力義務】 

地方公共団体及び地方独立行政法人は、その温室効果ガス等の排出の削減を図るため、エネルギー

の合理的かつ適切な使用等に努めるとともに、地方公共団体にあってはその区域の自然的社会的条件

に応じて、地方独立行政法人にあってはその事務及び事業に応じて、経済性に留意しつつ価格以外の

多様な要素をも考慮して、当該地方公共団体及び地方独立行政法人における温室効果ガス等の排

出の削減に配慮した契約の推進に努めるものとする。 
 

 

＜町田市の電力契約の現状＞ 

町田市では、市有施設の電力調達において、競争入札に付して契約を締結する場合、契約時の電力

排出係数が代替値2未満の事業者であることを、入札参加の条件とすることで環境に配慮しています。 

しかしながら、近年は競争入札により契約している施設はなく、小規模施設を含む全ての施設では、各

課・各施設で随意契約を行っています。 

随意契約については、環境配慮の視点で統一したルールはありませんでしたが、新たな基準を構築し、

環境に配慮した電力調達を全庁的に実施するよう仕組みを整え、2019 年度から運用を開始しました。ま

た、2024 年 10 月から「町田市の電力調達に関する環境配慮方針」を施行し、温室効果ガスの排出が

ゼロとなる再生可能エネルギー由来の電力の調達に関する方針を定め、脱炭素化を推進しています。 

全体的に電力排出係数のより低い事業者への変更が推進されており、中でも、中小規模施設において

は、これまでに参入が無かった業者との契約が確認されるなど、積極的な取組が確認されています。 

今後、更に有効な手法の検討を進め、取組を推進していきます。 

 

 

  

 

1 電力調達に係る環境配慮契約：電力排出係数の低い電力を調達することは、町田市の事務事業（市有施設
等）からの温室効果ガス排出量の削減に貢献するのみならず、電力供給側の業界への波及効果も期待されます。 
2 代替値：環境省が示している過去５年の平均排出係数。排出量が把握できない事業者に対して代替するために
用います。 
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(3) 部門別の取組【一般廃棄物処理部門】 

1) ごみ焼却量の減少等 

a) 3R の推進等  

 ごみの発生抑制を促す取組を実施する 

 さらなる資源化の推進に向けた調査研究を実施する 

 回収拠点や回収品目の増加等を検討する 

 

2) 収集運搬の改善等 

a) 収集運搬車両 

 収集運搬車の低燃費車両への更新を検討する 

 

b) 収集運搬の効率化・最適化 

 効率的なごみ・資源の収集運搬体制の検討・構築を実施する 

 VICS*を導入したリアルタイムカーナビゲーション活用等により、最適な経路選択を行う 

 最適積載量を遵守する 

 

3) 一般廃棄物処理施設の整備  

a) 効率的なエネルギー回収の推進 

 熱などのエネルギーの効率的な回収と利用を推進する 

 生ごみのバイオガス化施設で効率的なエネルギー回収を推進する 

 

b) 資源化施設の整備 

 ビン、カン、ペットボトル、容器包装プラスチック等の資源化施設を更新する 

 燃やせないごみ・粗大ごみ処理施設を更新し、施設内資源化を推進する 

 

c) 見学等の学習の場の提供 

 市民等へ学習の場を提供する 

 

 
写真：町田市バイオエネルギーセンター 
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(4) 部門別の取組【下水道事業部門】 

1) 施設設備の改修等 

a) 設備や機器の更新による省エネルギー化 

 効率的機器（高効率反応タンク攪拌機*、散気装置、送風機等）に更新する 

 最適な機器の組合せを検討する 

 

b) 下水汚泥の焼却施設における燃焼の高度化 

 過給式流動燃焼システムを用いた高効率の汚泥焼却炉を導入し、燃焼の高度化を行う 

 

c) 送泥方法の効率化 

 汚泥の車両輸送による集約を検討する 

 

(5) 部門別の取組【公共交通部門】 

1) コミュニティバス、市民バス等 

a) 燃費性能の優れた輸送用機器の使用 

 燃料電池バス、電気バス、ハイブリッドバスなどの導入を検討する 

 燃費性能に優れた車両の導入を検討する 

 

b) 排出削減に資する電源又は燃料の使用 

 バイオ燃料*・天然ガスを活用する 

 電気バスに再生可能エネルギーを電源とする電力を使用する 

 

c) 旅客を乗せないで走行する距離の縮減 

 回送運行距離を最小限にするような最適な経路の選択を行う 
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(6) 部門別の取組【車両管理部門】 

1) 公用車 

a) 燃費性能の優れた環境に優しい自動車の使用 

 燃料電池自動車、電気自動車、ハイブリッド車等の次世代自動車を積極的に導入する 

 リース契約を活用し、常に最新の環境性能を有する自動車を配置する 

 

b) 排出削減に資する電源又は燃料の使用 

 電気自動車に再生可能エネルギーを電源とする電力を使用する 

 

c) エコドライブ管理システム*（Eco-drive management System）の導入 

 エコドライブ管理システム用機器の導入を検討する 

 

d) 排出削減に資する運転又は操縦の推進 

 エコドライブを推進する 

 短距離の移動手段として、徒歩及び自転車の利用を推進する 

 

  
写真：町田市が所有する燃料電池自動車             エコドライブのイメージ 
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3． 重点プロジェクト 

(1) 重点プロジェクトの考え方 

町田市が宣言している 2050 年の市域における温室効果ガス排出量の実質ゼロを目指すためには、市の

事務及び事業における温室効果ガス排出量を率先して削減し、市内の大規模事業者として地域の削減に貢

献するとともに、市民や市内事業者における取組意欲の喚起につなげることが重要となります。 

前述のとおり、各部門・部局において、温室効果ガス排出量の削減に向けたそれぞれの取組を積極的に推

進しますが、長期的な視点で、大きな効果が期待できる取組を重点プロジェクトとして設定します。 

以下に、重点プロジェクト設定の考え方を示します。 

 

 

重点プロジェクトの考え方 

 

1 全庁的、もしくは部門・部局が横断的に長期的な視点で推進する取組であること 

 

2 実施された成果として、温室効果ガス排出量の大幅な削減効果が期待できること 

 

3 区域施策編との整合を図ることで、双方の計画を支え合いながら実効性を高めるものであること 

 

4 市民や市内事業者にとっても取組の参考になるような先進性や発展性があること 

 

5 温室効果ガス排出量の削減といった環境面だけでなく、市内の産業振興や防災機能の強化につながる

など、経済面や社会面における相乗的な波及効果も期待できること 

 

  



 

         第 5 章 温室効果ガス排出量削減のための取組 

28 

第
１
章 

第
２
章 

第
３
章 

第
５
章 

第
４
章 

第
７
章 

第
６
章 

資
料
編 

(2) 重点プロジェクト 

 

重点プロジェクト 1 再生可能エネルギー活用事業 

目標 2030 年度に温室効果ガス総排出量 59％削減 

現状 

（2024 年

度実績） 

市有施設の再生可能エネルギー導入率 21％ 

（消費電力※74,909,550kWh に対して発電量 15,727,856kWh） 

※自家消費分を含めた推定値 

概要 

町田市が保有する低利用地*や市有施設の屋上等に太陽光発電設備を設置し、市有施

設で使用する電力の再生可能エネルギー利用率を向上させます。具体的には、市有施設の

改修及び新築時には、「町田市公共施設脱炭素化推進ガイドライン」を参照し、土地や施

設等の特性・条件に応じて、太陽光発電設備や小型風力発電設備を導入することを検討

します。 

また、町田市バイオエネルギーセンターで発電した電力を市庁舎で有効活用します。そのため

の活用方法や仕組みづくり等を検討します。 

効果 

⚫ 市が率先して再生可能エネルギー設備を導入し、その成果等を広く周知することで、市

民や市内事業者への普及啓発にもつながります。 

⚫ 再生可能エネルギー設備等の調達・施工・メンテナンス等に関する産業・雇用創出等

も期待できます。 

⚫ 重点プロジェクト 2 の次世代自動車の導入、蓄電池の導入と組み合わせることで、災

害時利用や、ピークカットなどの効果も期待できます。 

イメージ 
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太陽光設置事業者

・太陽光設置費負担・

管理負担

・電力供給契約

（20～30年）

町田市庁舎

・契約1,140kW

・年間消費3,500,000kWh

・電気CO2排出量1,600t-CO2/kWh

・全体CO2排出量1,800t-CO2/kWh

送電買電

売電
送電

発電

不足時供給 蓄電池設備

・夜間や不足電力

将来的可能性

送配電網

自分で
つかう

自分で
つくり

市有施設 

町田市

バイオエネル
ギーセンター

東京

電力

タクマ

エナジー

鶴見川

クリーンセンター

電気小売事業者

・自己託送契約

太陽光設置事業者

・太陽光設置費負担・

管理負担

・電力供給契約

（20～30年）

町田市庁舎

・契約1,140kW

・年間消費3,500,000kWh

・電気CO2排出量1,600t-CO2/kWh

・全体CO2排出量1,800t-CO2/kWh

送電買電

売電
送電

発電

不足時供給 蓄電池設備

・夜間や不足電力

将来的可能性

送配電網

自分で
つかう

自分で
つくり

町田市

バイオエネル
ギーセンター

東京

電力

タクマ

エナジー

鶴見川

クリーンセンター

電気小売事業者

・自己託送契約

太陽光設置事業者

・太陽光設置費負担・

管理負担

・電力供給契約

（20～30年）

町田市庁舎

・契約1,140kW

・年間消費3,500,000kWh

・電気CO2排出量1,600t-CO2/kWh

・全体CO2排出量1,800t-CO2/kWh

送電買電

売電
送電

発電

不足時供給 蓄電池設備

・夜間や不足電力

将来的可能性

送配電網

自分で
つかう

自分で
つくり
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重点プロジェクト 2 次世代自動車等の積極的な導入と多⾯的な活用 

目標 

2026 年度に 

2032 年度に 

2050 年度までに 

11％次世代自動車化  

50％次世代自動車化 

100％次世代自動車化 

現状 
（2025 年度

末） 

次世代自動車化率 約 9％   

（対象公用車 188 台中 電気自動車 1０台、燃料電池 2 台、ハイブリッド車 5 台） 

概要 

公用車の次世代自動車への切り替えを段階的に進め、2050 年度までに全ての公用車

（除外車両※あり）を次世代自動車に切り替えます。 

また、充電設備などのインフラ整備もあわせて進めることで、需要と供給の両面から公用車

の電動化への円滑な転換を行います。 

さらに、公用車数を見直し、減車の方針で最適化を進めます。 

※除外車両：代替可能な次世代自動車がない場合等 

効果 

⚫ 公用車の次世代自動車への切り替えにより、公用車における化石燃料の使用量が

抑制されることで、温室効果ガス排出量の削減が期待できます。 

⚫ 将来的に全ての公用車において次世代自動車に切り替えることができれば、2050 年

の温室効果ガス排出量実質ゼロに大きく貢献します。 

⚫ また、市が率先して次世代自動車を導入し、その成果等を広く周知することで、市民

や市内事業者への普及啓発にもつながります。 

⚫ 充電設備等のインフラ整備等の調達・施工・メンテナンス等に関する市内外の産業・

雇用創出等も期待できます。 

⚫ 重点プロジェクト 1 の再生可能エネルギー導入と組み合わせることで、大規模災害に

より電力系統が途絶した際の避難施設等への電力供給源としての活用、環境学習

等への活用など、多面的な効果も期待できます。 

イメージ 

 
 

 

 

 

災害時利用

CO2排出ゼロ
循環

環境学習利用日常利用

クリーンな

電気でイベント

太陽光からの充電なので、

電気供給が途絶えても使えて安心

発
電
で
た
め
る

充電 つかう

つかう

つかう

避
難
所
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重点プロジェクト 3 市有施設の照明 LED 化事業 

目標 2030 年までに市有施設照明の LED 化 100％ 

現状 

（2024 年度

実績） 

市庁舎照明の LED 化 80％程度 

市有施設照明の LED 化 30％程度 

概要 

市有施設の照明器具（廃止可能性が高い施設などを除く）を LED に更新することで、

電力使用に伴う温室効果ガス排出量の削減を図ります。 

照明器具に関しては、LED が既に広く普及しており、省エネ効果が大きく見込めることや、

一般照明用の蛍光ランプの製造・輸出入が 2027 年末までに廃止されることから、ESCO

事業*等の仕組みの採用も含めて、LED 化を進めていきます。 

効果 

⚫ 市庁舎以外の全ての市有施設に対象を拡大することで、さらなる温室効果ガス排出

量の削減が期待できます。 

消費電力削減量…3,922,138kWh/年  

CO2 削減量…1,392t-CO2/年  

⚫ また、市が率先して LED 化を推進し、その成果等を広く周知することで、市民や市内

事業者への普及啓発にもつながります。 

⚫ LED 等の調達・施工・メンテナンス等に関する産業・雇用創出等も期待できます。 

イメージ 

⚫ ESCO 事業とは、Energy Service Company（エネルギー・サービス・カンパニー）

の略称で、省エネルギー改修にかかる全ての経費を光熱水費の削減分で賄う事業の

ことです。以下の２つの契約形態があります。 

⚫ （１）自己資金型（ギャランティード・セイビングス）契約では、省エネルギー改修に

かかる初期投資を市が行います。市は実現する光熱水費の削減分を投資回収の原

資とし、一部を ESCO サービスに対する報酬として ESCO 事業者に支払います。 

⚫ （２）民間資金型（シェアード・セイビングス）契約では、ESCO 事業者が資金調

達を行い、市は光熱水費の削減分から一定割合を初期投資分を含む ESCO サービ

スに対する報酬として ESCO 事業者に支払います。 

【（１）自己資金型契約のイメージ】    【（２）民間資金型契約のイメージ】 

参考）ESCO 導入のてびき（自治体向け）（環境省） 
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重点プロジェクト 4 鶴見川クリーンセンターにおける温室効果ガス削減事業 

目標 
2022 年度に 

2026 年度に 

町田市バイオエネルギーセンター発電電力の利用開始 

「過給式流動燃焼システム」の運転開始 

現状 

（2025 年度

末） 

・鶴見川クリーンセンターは町田市バイオエネルギーセンターで発電した排出係数 0 の電力

で運転しています。 

・過給式流動燃焼システムを用いた汚泥焼却炉の建設に取り掛かり、2026 年度の稼働

に向けて工事を実施しています。 

概要 

2022 年度から町田市バイオエネルギーセンターで発電した電力を利用して下水処理場の

運転をしています。 

また、鶴見川クリーンセンターの汚泥焼却設備について、2021 年度からデザインビルド方式

（設計から施工までを一体とした発注方式）による改築更新を実施し、2026 年度までに

燃焼排ガスのエネルギー（熱・圧力）を活用した「過給式流動燃焼システム」を利用した

焼却設備を導入します。 

効果 

⚫ 町田市バイオエネルギーセンターで発電した電力を使用することにより、温室効果ガス

排出量の削減を行いました。 

CO2 削減量…3,545t-CO2/年 ※2024 年度末時点 

⚫ 過給式流動燃焼システムの導入によって、電力消費を抑制しつつ、高温焼却をするこ

とで温室効果ガス排出量の削減が期待できます。 

N2O 削減量…5.01t-N2O/年 (CO2 換算で 1,751t-CO2 相当) 
 

イメージ 

 
出典）未来につなぐ 下水道事業プラン 

【過給式流動燃焼システムのイメージ】 
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重点プロジェクト 5 新たな学校づくりにおける ZEB 化事業 

目標 2025 年度以降順次 
ZEB Ready 相当の校舎に建替え 

（2030 年度までに４校） 

現状 
（2025 年 

4 月現在） 

2025 年 4 月に一部修正した「町田市新たな学校づくり推進計画」では､第三期の建替え

が完了する時点（2043 年度想定）で小･中学校のより良い教育環境を実現するために

小中学校を 6０校から 41 校に統合を行い、新たな学校づくりに向けた施設整備を行うこ

とを掲げています。 

概要 

新たな学校づくりでは､2050 年の温室効果ガス排出実質ゼロを目指して小中学校等の

ZEB Ready 相当（従来の建物で必要なエネルギーを省エネで 50%以下まで削減）の

建築物を目指し、高効率換気・空調・LED 等の省エネルギー設備の導入を行うとともに、

学校の屋上には太陽光発電設備等の再生可能エネルギー設備の導入を最大限に進め、

温室効果ガス排出量のさらなる削減を図ります。 

効果 

⚫ 小中学校の統合等によりエネルギー利用の効率化が図られるだけでなく、ZEB 

Ready 相当の建築物となることで、小中学校等における温室効果ガス排出量の大

幅な削減が期待できます。 

CO2 削減量…160t-CO2/年 

⚫ 太陽光発電設備などの導入により、小中学校等における温室効果ガス排出量のさら

なる削減が期待できます。 

⚫ 将来的に小中学校等の ZEB 化の水平展開を図ることで、2050 年の温室効果ガス

排出量実質ゼロに大きく貢献します。 

⚫ また、市が率先して ZEB 化を進め、その成果等を広く周知することで、市民や市内事

業者への普及啓発にもつながります。 

⚫ 省エネルギー設備及び再生可能エネルギー設備等の調達・施工・メンテナンス等に関

する産業・雇用創出等も期待できます。 

イメージ 

 

 
出典）ZEBPORTAL（環境省） 

【ZEB のイメージ】 
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ZEB とは 

ZEB の定義は国内外で様々な議論や検討がされています。経済産業省資源エネルギー庁「ZEB ロードマップ

検討委員会とりまとめ」（2015 年 12 月）では、ZEB を「先進的な建築設計によるエネルギー負荷の抑制やパッ

シブ技術の採用による自然エネルギーの積極的な活用、高効率な設備システムの導入等により、室内環境の質を

維持しつつ大幅な省エネルギー化を実現した上で、再生可能エネルギーを導入することにより、エネルギー自立度を

極力高め、年間の一次エネルギー消費量の収支をゼロとすることを目指した建築物」と定義しています。現在、

ZEB の実現・普及に向けて、4 段階の ZEB を定性的及び定量的に定義しています。 
 

ZEB の定義の拡充 

経済産業省資源エネルギー庁「ZEB ロードマップフォローアップ委員会とりまとめ」（2019 年 3 月）では、延べ

面積 10,000ｍ2 以上の建築物は、年間の新築着工に占める割合が棟数ベースでは 1%程度ですが、エネルギ

ー消費量ベースでは 36%程度と大きく、新築建築物全体のエネルギー消費量に与える影響が大きいことから、エ

ネルギー基本計画で設定した 2030 年目標を達成するためには、延べ面積 10,000ｍ2 以上の建築物における

ZEB 化の実現・普及が重要となると考えられます。 

そこで、ZEB の定義において、延べ面積 10,000ｍ2 以上の建築物を対象とし、「ZEB Oriented」を追加する

とともに、これまで建築物全体（非住宅部分）でのみ ZEB の評価を可能としていた複数用途建築物について、

建築物（非住宅部分）のうち一部の建物用途においても評価可能となるよう、複数用途建築物における ZEB

の評価方法を拡充しています。 
 

町田市における取組 

重点プロジェクト 5 で対象となる学校施設を除き、３つのエリア（鶴川・町田忠生小山・南）の中学校給食セ

ンターで ZEB Ready の認証を取得しました。今後も、市有施設において「ZEB Ready」を最低限達成すること

とし、そのうえで、省エネルギー機器の導入と再生可能エネルギーの導入によりエネルギー使用量を 25％以下にす

る「Nearly ZEB*」に可能な限り近づけることを目指します。 

 
出典）環境省 HP「ゼブ・ポータル」（https://www.env.go.jp/earth/zeb/detail/01.html）  

コ ラ ム 
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(3) 重点プロジェクトのロードマップ  

  

重点プロジェクト1　再生可能エネルギー活用事業

重点プロジェクト2　次世代自動車等の積極的な導入と多⾯的な活用

重点プロジェクト3　照明LED化事業

重点プロジェクト5　新たな学校づくりにおけるZEB化事業

重点プロジェクト4　鶴見川クリーンセンターにおける温室効果ガス削減事業

太陽光導入

町田市バイオエネルギーセンター発電電力の利用

2021年 2022年 2023年 2025年 2030年2024年 2026年 2050年

太陽光+バイオエネルギー導入

再生可能エネルギー追加導入

新技術空調設備導入

庁舎用蓄電池 設備導入 CO2排出量ゼロ

次世代自動車導入に向けた検討

次世代自動車導入

市庁舎照明のLED化100％
市有施設（指定管理施設を
含む）照明のLED化100％

デザインビルド方式による焼却設備の改築更新工事 過給式流動燃焼システムを用いた高効率汚泥焼却炉の稼働

基本計画・設計、工事（解体含む）等 小学校2校 校舎使用

基本計画、設計等
工事(解体含む) 小学校1校 校舎使用

工事(仮設・解体含む) 小学校1校 校舎使用基本計画、設計等

省エネ設備導入 仕様検討・効果検証

再エネ設備導入 仕様検討・効果検証

新たな学校づくり推進計画に基づき計画・設計・工事・校舎使用

工事(解体含む) 小学校1校校舎使用
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第6章 「町田市公共施設脱炭素化推進ガイドライン」及び「町田市の電力調

達に関する環境配慮方針」 

1． 町田市公共施設脱炭素化推進ガイドラインについて 

(1) 概要 

2050 年の脱炭素社会の実現には再生可能エネルギーの導入を推進する必要があり、市有施設においても

ZEB 化の推進を意識した施設の新築・改修を計画的に行う必要があります。 

「町田市公共施設脱炭素化推進ガイドライン」は、再生可能エネルギー設備を積極的に導入するため、市職員

が市有施設更新の際に再生可能エネルギー導入を検討できるようにするための手引きとして作成するものです。

(2023 年 3 月策定) 

対象とする再生可能エネルギー設備の種類は、太陽光発電設備と小型風力発電設備とし、それぞれにおいて

導入検討手順を作成しています。 

施設更新の際には、原則、担当部署の職員が「町田市公共施設脱炭素化推進ガイドライン」を参考にしなが

ら、2030 年には設置可能な建築物の約 50%に太陽光発電設備が導入され、2040 年には 100%導入され

ていることを目指します。 
 

(2) 構成 

1) 策定の目的 

趣旨や位置づけ、構成、ガイドラインの見直し 

2) 基本的な考え方 

対象とする施設、設置主体、導入基準など 

3) ガイドラインの運用 

ガイドラインの周知及び取組の啓発、施設整備の各段階における取組手順、効果検証及び検証結果の

ガイドラインへの反映 

4) 関連資料 

太陽光発電設備について、小型風力発電設備について 

 

2． 町田市の電力調達に関する環境配慮方針 

(1) 概要 

温室効果ガス排出量のさらなる削減に向けて、町田市が所有する全ての市有施設を対象とし、施設における電

力調達契約は、再生可能エネルギー由来の電力を推進するものとします。（2024 年 10 月施行） 
 

(2) 基本方針 

対象施設における電力調達契約は、再生可能エネルギー電力事業者と行うものとします。再生可能エネルギー

電力事業者とは、「RE100* TECHNICAL CRITERIA」の要件を満たす再生可能エネルギー由来の割合が

100%の電力を供給する事業者をいいます。 

 

第7章 計画の推進体制 

本計画は、「町田市環境マネジメントシステム」に基づき実施され、実績については外部評価委員会を通して点

検・評価されます。評価結果はホームページ等で外部に公表されます。（町田市環境マネジメントシステムマニュア

ル参照）  
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用語集 

A 

COP 

Conference of the Parties（締約国会議）の略

で、環境問題に限らず、多くの国際条約の中で、その加

盟国が物事を決定するための最高決定機関として設置

されている。気候変動枠組条約のほか、生物多様性や

砂漠化対処条約等の締約国会議があり、開催回数に

応じて COP の後に数字が入る。 

ESCO 事業  

エナジー・サービス・カンパニー(Energy Service 

Company)の頭文字を取って「エスコ」と読む。 

省エネルギー改修にかかる全ての経費を光熱水費の

削減分で賄う事業のこと。ESCO 事業者は、省エネルギ

ー改修にかかる全てのサービス（省エネルギー診断、設

計、施工、運転・維持管理、資金調達など）を提供し、

それによって得られる省エネルギー効果を保証し、削減し

た光熱水費から ESCO サービス料と顧客の利益を生み

出す。 

Nearly ZEB  

ZEB に限りなく近い建築物で、「ニアリーゼブ」と読む。

省エネルギー化（50%以上）に加え、再生可能エネル

ギーを導入することにより、年間の一次エネルギー消費

量を 75%以上 100％未満削減している建築物のこと。 

RE100 

企業が自らの事業の使用電力を 100％再生可能エ

ネルギーで賄うことを目指す国際的なイニシアティブのこと。

世界や日本の企業が参加している。 

SDGs  

持続可能な開発目標（SDGs：Sustainable 

Development Goals）とは、2001 年に策定されたミ

レニアム開発目標（MDGs）の後継として、2015年 9

月の国連サミットで加盟国の全会一致で採択された「持

続可能な開発のための 2030 アジェンダ」に記載された、

2030 年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際

目標。 

VICS  

Vehicle Information and Communication 

System の頭文字を取って「ビックス」と読む。渋滞や交

通規制などの道路交通情報を、FM 多重放送やビーコ

ンを使ってリアルタイムにカーナビに届けるシステム。 

VICS 情報は 24 時間 365 日提供され、カーナビに

よるルート検索や渋滞回避に活用されている。 

ZEB 

Net Zero Energy Building（ネット・ゼロ・エネルギ

ー・ビル）の略で、「ゼブ」と読む。室内環境の質を維持

しつつ大幅な省エネルギー化（50％以上）を実現した

上で、再生可能エネルギーを導入することにより、年間の

一次エネルギー消費量が正味ゼロまたはマイナスの建築

物のこと。 

ZEB Ready  

ZEB を見据えた先進建築物で、「ゼブ レディ」と読む。

外皮の高断熱化及び高効率な省エネルギー設備を備

え、省エネルギー化で 50%以上の一次エネルギー消費

量削減に適合した建築物のこと。 

3R 

廃棄物処理とリサイクルにおける優先順位を表す言

葉の頭文字を取った造語。①廃棄物の発生抑制

（Reduce：リデュース）、②資源や製品の再使用

（Reuse：リユース）、③再資源化（Recycle：リサ

イクル）の順で重視している。 

 

あ 

温室効果ガス 

太陽によって温められた地表面が、宇宙空間へ放射

する熱（赤外線）を大気中で吸収する性質を持つガス

のこと。二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、フルオロカ

ーボン等がある。大気中の温室効果ガスが増えると、温

室効果が強くなり、より地表付近の気温が上がり、地球

温暖化につながる。 

エコドライブ管理システム 

自動車の運行において、エコドライブを計画的かつ継

続的に実施するとともに、その運行状況について客観的

評価や指導を一体的に行う取組を言う。 

エネルギーマネジメントシステム  

事業者が省エネ・節電を行うのに必要な方針・目的・

目標を設定し、計画を立て、手順を決めて管理する活
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動を体系的に実施できるようにした仕組み。世界標準の

規格である ISO 50001 により規定されている。 

 

か 

カーボンニュートラル  

二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの「排出量」

から、植林、森林管理などによる「吸収量」を差し引いて、

合計を実質的にゼロにすることを意味する。 

気候変動 

気候変動の要因には自然の要因と人為的な要因が

あるが、気候変動枠組条約においては、地球の大気の

組成を変化させる人間活動に直接又は間接に起因す

る気候の変化であって、比較可能な期間において観測

される気候の自然な変動に対して追加的に生ずるものと

定義されている。 

気候変動適応  

「現実の気候または予想される気候及びその影響に

対する調整の過程。人間システムにおいて、適応は害を

和らげもしくは回避し、または有益な機会を活かそうとす

る。一部の自然システムにおいては、人間の介入は予想

される気候やその影響に対する調整を促進する可能性

がある」と定義されている。気候変動による悪影響を軽

減するのみならず、気候変動による影響を有効に活用

することも含む。 

国連気候変動枠組条約  

大気中の温室効果ガスの濃度を安定化させることを

究極の目的とし、1994 年 3 月に発効した気候変動に

関する国際枠組み。地球温暖化がもたらすさまざまな悪

影響を防止するための国際的な枠組みを定めた本条約

に基づき、1995 年からほとんど毎年、国連気候変動枠

組条約締約国会議（COP）が開催されている。 

京都議定書 

1997 年に京都で開催された地球温暖化防止京都

会議（COP3）には、世界各国から多くの関係者が参

加し、二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素(亜酸化窒

素)、ハイドロフルオロカーボン(HFC)、パーフルオロカーボ

ン(PFC)及び六ふっ化硫黄(SF6)の 6 種類の温室効

果ガスについて、先進国の排出削減について法的拘束

力のある数値目標などを定めた文書が、京都の名を冠

した「京都議定書」として採択された。 

グリーン購入 

製品やサービスを購入する際に、環境を考慮して、必

要性をよく考え、環境への負荷ができるだけ少ないものを

選んで購入すること。 

高効率反応タンク攪拌機  

反応タンクの活性汚泥混合液を均一に撹拌するため

の装置で、従来技術である水中撹拌機と比較して撹拌

動力密度が大幅に小さい撹拌機のこと。 

 

さ 

再生可能エネルギー 

永続的に利用することができる太陽光、風力、水力、

地熱、太陽熱、バイオマス等の化石燃料によらないエネ

ルギーの総称。再生が可能であるため、再生可能エネル

ギーとよばれる。 

次世代自動車 

燃費性能の優れた、温室効果ガス排出削減に資す

る自動車のこと。具体的には、電気自動車、燃料電池

自動車、プラグインハイブリッド自動車、ハイブリッド自動

車が挙げられる。なお、ハイブリッド車の中でも温室効果

ガス削減効果の小さいマイルドハイブリッド車は対象外に

なる。 

指定管理者制度  

「公の施設」の管理運営を行う民間事業者等を「指

定管理者」として指定することにより、民間のノウハウを活

用しつつ、サービスの向上と経費の節減等を図ることを目

的とした制度のこと。 

持続可能な開発のための 2030 アジェンダ 

2015 年 9 月 25 日に、ニューヨーク・国連本部で開

催された国連サミットで採択された計画（agenda）で、

序文、政治宣言、持続可能な開発目標（SDGs）、

実施手段、フォローアップ・レビューで構成されている。 

ゼロエミッション東京戦略  

東京都は 2019 年 5 月に主催した U20 メイヤーズ・

サミットにおいて、世界の大都市の責務として、平均気

温の上昇を 1.5℃に抑えることを追求し、2050 年に

CO2 排出実質ゼロに貢献する「ゼロエミッション東京」を

実現することを宣言した。2019 年 12 月、その実現に

向けたビジョンと具体的な取組・ロードマップをまとめた「ゼ

ロエミッション東京戦略」を策定した。 
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ゼロカーボンシティ  

2050 年に CO2（二酸化炭素）を実質ゼロにするこ

とを目指す旨を首長自らが又は地方自治体として公表

された地方自治体。 

 

た 

タスク・アンビエント照明  

Task（作業）and Ambient（周囲）Lighting

（照明）の日本語訳。日本のオフィスで一般的な部屋

の隅々まで平均的に明るくする照明手法とは異なり、作

業場所や作業対象に必要な明るさにする方法。適切な

バランスで照明を計画することにより、省エネに加え明暗

バランスの良い快適なオフィス環境をつくることができる。 

脱炭素社会  

温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、カーボ

ンニュートラルを達成した社会のこと。「排出を全体として

ゼロ」というのは、二酸化炭素をはじめとする温室効果ガ

スの人為的な「排出量」から、植林、森林管理などによ

る人為的な「吸収量」を差し引いて、合計を実質的にゼ

ロにすることを意味している。 

地球温暖化対策の推進に関する法律  

地球温暖化対策を推進するための法律。国、地方

公共団体、事業者、国民の責務、役割を明らかにして

いる。住民・事業者が温室効果ガスの排出の抑制等に

関して行う活動の促進を目的に、温室効果ガス排出抑

制のための情報の提供や必要な措置を講ずるように努

めることも求められている。1999 年 4 月に施行。 

低利用地（低未利用土地）  

低未利用土地等とは、都市計画区域内にある土地

基本法第13 条第4 項に規定する低未利用土地（居

住の用、業務の用その他の用途に供されておらず、又は

その利用の程度がその周辺の地域における同一の用途

若しくはこれに類する用途に供されている土地の利用の

程度に比し著しく劣っていると認められる土地）又は当

該低未利用土地の上に存する権利を言う。 

土砂災害ハザードマップ  

「土砂災害ハザードマップ」は、地域の土砂災害に関

するリスクと土砂災害時の避難に関する情報を住民等

に提供するツールであり、主に土砂災害時における住民

の避難行動に活用されることを目的とし、住民目線で作

成されるべきものとされている。 

住民等が土砂災害ハザードマップを活用する場面とし

ては、「平時に理解を深める場面」や「災害時に緊急的

に確認する場面」がある。そのため、市町村は、これら両

方の場面を意識して住民等へ避難に関する情報をわか

りやすく提供できるよう、土砂災害ハザードマップを作成

するものとされている。 

 

な 

 

は 

バイオ燃料  

動植物などから生まれた生物資源の総称であるバイ

オマスからつくる燃料をバイオマス燃料と呼ぶ。つくられる

燃料は、ペレットなどの固体燃料、バイオエタノールや

BDF（バイオディーゼル燃料）などの液体燃料、そして

気体燃料と様々なものがある。 

パリ協定 

2015 年 12 月、パリで開催された国連気候変動枠

組条約第 21 回締約国会議（COP21）において、全

ての国が参加する新たな国際枠組みとして「パリ協定」

が採択され、翌 2016 年に発効した。パリ協定では、温

室効果ガス排出削減（緩和）の長期目標として、気

温上昇を２℃より十分下方に抑える（２℃目標）とと

もに1.5℃に抑える努力を継続すること、そのために今世

紀後半に人為的な温室効果ガス排出量を実質ゼロ

（排出量と吸収量を均衡させること）とすることが盛り

込まれている。 

 

ま 

 

や 

 

ら 

ライフサイクルコスト  

建物の企画設計から建設、運営管理及び解体に至

るまで、建物の一生を建物の「ライフサイクル」と呼んでい

る。このライフサイクルに要する総費用をライフサイクルコス

トと言う。 

 

わ 
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